
令和６年度９月補正予算 
参考資料 

トータルコストの表記について
   トータルコストは、事業ごとに事業費と人件費を一体としたコストを表します。あ
 くまで、費用対効果を判断するための参考表記ですので、職員定数と厳密には一致し
 ていません。 
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令和６年度一般会計補正予算説明資料 

７款 商工費 

  １項 商業費                           企業支援課（内線：７６５８）

３目 金融対策費                               （単位：千円）

事 業 名      補正前 補正 計 
財 源 内 訳

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源

（新）為替相場急変

緊急対策特別金融

支援事業 

0 1,778 1,778 1,778

トータルコスト 補正前：0千円（0.0人）、補正：2,561千円（0.1人）、計：2,561千円（0.1人） 

事業内容の説明 

１ 事業の目的、概要 

  為替市場が乱高下する状態となっており、県内中小事業者の収益等に影響を与えていることから、地域経済変

動対策資金「為替相場急変緊急対策枠」の融資枠（15億円）を30億円に拡大し、受付期間の延長を行うとともに、

市町村と協調した最大で実質無利子化（最長３年間）を継続して実施することにより、当該資金を利用する中小

事業者の利子負担を軽減し、円滑な資金繰りを支援する。 

２ 主な事業内容 

・申込受付期限（現行９月末）は、令和６年12月末までとする。 

・市町村が本資金を利用する県内中小事業者の利子負担（借換資金に係る部分を除く）に対し補助する場合、最

長３年間、市町村の補助に要する経費の１／２を補助（間接補助）する。 

【鳥取県地域経済変動対策資金（為替相場急変緊急対策枠）の内容】 

融資対象者 

為替相場の急激な変動の影響により、次のいずれかに該当する者 

 ア 最近３か月の平均売上高等が前年同期比５％以上減少 

イ 最近１か月（実績）とその後２か月を含む３か月間の売上高等見込みが前

年同期比５％以上減少 

 ウ 最近１か月の売上総利益率又は営業利益率が前年同月と比べ減少 

資金使途 
運転資金、設備資金又は借換資金（借換資金は、運転資金又は設備資金の借入に

併せて保証付き借入金の取りまとめを行う場合に限る。） 

融資限度額 2億8,000万円 

融資期間 10年以内（据置３年以内を含む） 

融資利率 年1.43パーセント 

信用保証料率 年0.23～0.68パーセント（９区分）  

融資枠 30億円 

３ その他 

・令和３年10月から令和６年６月末にかけて、燃油・原材料価格の高騰、円安により経営上の影響を受ける県内

中小事業者に対して「地域経済変動対策資金」を発動し、切れ目ない資金繰り支援を実施した。 

・令和６年６月補正予算で急激な円安の影響を受け収益が悪化している県内中小事業者に対して「円安緊急対策

枠」を発動していたものを、８月９日から「為替相場急変緊急対策枠」に改変し、引き続き、切れ目ない資金

繰り支援を行っている。 

〔融資実績〕965件 15,579,309千円（令和３年10月から令和６年７月末までの累計）
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令和６年度一般会計補正予算説明資料 

７款 商工費 

 １項 商業費                                 企業支援課（内線：７６５８） 

  ２目 商業振興費                                    （単位：千円） 

事 業 名 補正前 補正 計 
財  源  内  訳 

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

持続的な経営力向上・賃上
げ事業者支援事業  

100,000 100,000 200,000 100,000

トータルコスト 補正前：100,783千円（0.1人）、補正：100,783千円（0.1人）、計:201,566千円（0.2人）

事業内容の説明  

１ 事業の目的、概要 

最低賃金の大幅な改定、急激な為替変動など厳しい経済情勢が続くとともに、人材確保に向けて継続的に賃上げ

を進めていく必要性が生じていることを踏まえ、厳しい経営環境が続く中にあっても、一定水準の賃金引上げを行

う県内中小事業者の設備投資や人材育成等を継続的に支援し、経営力向上と持続的な賃上げを促進するため、持続

的な経営力向上・賃上げ事業者支援補助金の増額及び延長を行う。 

２ 主な事業内容 

持続的な経営力向上・賃上げ事業者支援補助金 

補助対象者 

県内に主たる事業所を有する中小事業者のうち、以下に取り組む者 

①一人当たり平均給与支給額（※）の３％以上の引上げを行う者 

※全ての従業員の１時間当たりの平均賃金が最低賃金＋51円以上である事業者が対象 

（令和６年９月時点で951円以上） 

②価格適正化につながる「パートナーシップ構築宣言」を行う者 

 ※各事業者（発注者）が行う適正発注推進宣言 

補助対象経費 
生産性向上を図るための設備投資(省力化・自動化のための機械装置等購入費、改修・修繕費、

リース料等)、人材育成等に要する経費 等 

補助率 １／２（一人当たり平均給与支給額の引上げ率が５％以上の場合は２／３に引き上げ） 

補助限度額 

2,000千円 

・事業費が1,000千円までは、従業員数に関わらず補助率（１/２又は２/３）を乗じた金額 

・事業費が1,000千円超えの場合、当該補助対象経費と補助率を乗じた金額と従業員数に100千

円を乗じた金額のいずれか低い金額（ただし、補助金額が500千円（補助率２/３の場合は、

666千円）を下回らないよう措置） 

申込期限 令和６年12月末 （令和６年９月末から延長） 

事業実施期限 令和７年２月末 （令和６年12月末から延長） 

（参考）国の主な支援（令和６年９月時点） 

・業務改善助成金：最低賃金（鳥取県:900円）と事業場内最低賃金との差額が50円以内の労働者のいる事業者が 

当該労働者の賃金を30円以上（約３％相当）引き上げる場合、設備投資等にかかる経費を補助（最大600万円・補

助率 最大4/5） 

３ その他 

・令和５年11月補正で「物価高騰に立ち向かう経営力向上・賃上げ事業者支援補助金」を創設し、継続的な 

賃上げ等の支援に向けて、令和６年度事業としても予算措置し支援を実施中（申込期限：令和６年９月末）。

＜実施状況（令和６年８月末時点）＞ 

事業認定：80件 ※令和５年12月の募集開始からの累計 

・本補助金は産業未来共創事業補助金との併用を可能としている。併用により補助限度額を実質的に引き上げ、 

賃上げに向けた取組をより積極的に支援できるよう商工団体とも連携して事業を推進する。 
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令和６年度一般会計補正予算説明資料 

７款 商工費 

  ２項 工鉱業費          立地戦略課・産業未来創造課・企業支援課・商工政策課（内線：７６６４）

１目 工鉱業総務費                                 （単位：千円）

事 業 名 補正前 補正 計
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

産業未来共創事業

債務負担行為 

560,000 

4,640,674 867,396

債務負担行為 

560,000 

5,508,070

＜基金繰入金＞

867,396

トータルコスト 補正前：4,697,797千円（7.3人）、補正：868,179千円（0.1人）、計：5,565,976千円（7.4人）

事業内容の説明 
１ 事業の目的、概要 

鳥取県産業未来共創条例に基づいて認定を行った事業者に対し、産業未来共創補助金等を交付する。 

２ 主な事業内容 
令和６年度当初予算成立以降、事業費の確定等により新たに補助金交付が必要となった案件について、増額補正を

行う。 

区分 補正前 補正 計 

産業未来共創補助金 
（成長・規模拡大型、一般投資型） 

272,484 489,085 761,569 

（旧制度）産業成長応援補助金 既認定分 
（成長・規模拡大ステージ、一般投資支援） 

1,330,482 575,645 1,906,127 

（旧制度）企業立地事業補助金 既認定分 391,073 △197,334 193,739 

総計 1,994,039 867,396 2,861,435 

（注１）産業成長応援補助金と企業立地事業補助金の新規認定は現在終了している。 
（注２）今回の増額補正の対象事業は上記３区分の補助金のみであり、その他の補助金（産業未来共創補助金（経営革

新型）等）については予算額に変更なし。 

＜今後交付見込の主な大型投資（産業未来共創補助金・産業成長応援補助金）＞ 

区分 企業名 
所在地 

（本社所在地） 
事業内容 

総投資 

予定額 

交付予定額 

（交付予定総額） 

産業未来共創補助金 

（一般投資型） 

アイエム電子(株)、

(株)IMEホールディン

グス 

鳥取市、岩美町 

（鳥取市） 

生産技術機能強化のため

の本社エリア再整備及び

新設備導入 

758,162 75,816 

産業成長応援補助金 

（一般投資支援） 
(株)新興螺子 

倉吉市、北栄町 

（大阪府） 

生産能力向上のための設

備導入 
427,803 64,171 

産業成長応援補助金 

（成長・規模拡大ステ

ージ、一般投資支援） 

ニッポン高度紙工業

(株) 

米子市 

（高知県） 

生産能力向上や一貫生産

体制確立のための工場増

設 

8,791,580 
200,000 

（1,000,000） 

産業成長応援補助金

（一般投資支援） 
(株)日新 

境港市 

（境港市） 

生産体制強化に向けた新

工場建設及び最新設備導

入 

6,890,109 
200,000 

（500,000） 

３ その他（改善点等） 
令和４年度で20件、令和５年度で23件、令和６年度７月末時点で８件の事業認定を行っており、県内経済の活性化

につながっている。 
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令和６年度一般会計補正予算説明資料
６款　農林水産業費
　２項　畜産業費  畜産振興課 （ 内線 ： ７２８５ ）
　　２目　畜産振興費 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 補正前 補　正 計

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

<基金繰入金>和子牛価格緊
急対策事業 27,000 110,656 137,656 110,656

トータルコスト 補正前：28,566千円（0.2人）、補正：111,439千円（0.1人）、計：140,005千円（0.3人）

事業内容の説明

１　事業の目的、概要

　飼料価格、燃料費の高騰により、肥育農家が肥育素牛を買い控えるなど、和子牛価格が急落していることを受
け、国が緊急対策等を講じているところであり、県としても和子牛価格対策として和牛繁殖農家への支援を行って
いるが、鳥取県の和子牛価格が想定以上に急落しているため増額補正し支援を強化するとともに、新規県有種雄牛
の活用を支援する。

２　主な事業内容

細事業名 内容 補正前 補正 計

繁殖経営維持対策
（経営支援）

600千円と県平均売買価格との差額（国の支援制
度（肉用子牛生産者補給金及び優良和子牛生産
推進緊急支援事業）により補てんされる対象部
分を控除した額）
・補助対象者：和牛繁殖農家
・事業実施主体：鳥取県畜産推進機構
・補助率：3/4以内

27,000 110,656 137,656

上記のほか、鳥取の和子牛市場における次世代種雄牛の活用を促進するため、令和６年度に事業対象種雄牛の種付
けを行うことにより出生した子牛について、せり上場時に県外種雄牛産子の平均価格との差額を補てんすることと
し、それに伴い令和７年度から令和８年度までの債務負担行為を設定する。
※現行制度：県平均価格との差額を補てん

３　その他

・全国的な和子牛価格の低迷により、令和５年第２四半期に肉用子牛生産者補給金が21年ぶりに発動されるなど、

　和牛繁殖農家の経営は厳しい状況である。

・国は和子牛の採算の目安（600千円）とブロック別平均売買価格との差額を補填する「優良和子牛生産推進緊急

　支援事業」を措置し、県は、それでもなお発生する農家負担について令和５年度11月補正予算及び令和６年度当

　初、６月補正予算で措置した。

・鳥取県の子牛価格は、令和６年７月には462千円と11年ぶりに500千円を下回るなど極めて厳しい局面を迎えてい

　ることから、８月21日には和子牛価格対策会議を開催し今後の対応について協議した。鳥取県の繁殖雌牛および

　和子牛生産頭数の減少が危惧されているため、ＪＡグループの要望も踏まえ、子牛の発育対策などに協力して取

　組むこととなったが、繁殖農家の経営は苦しく支援を強化する必要がある。
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令和６年度一般会計補正予算説明資料 

２款 総務費 

  ６項 防災費                       危機対策・情報課（内線：７８７８）

１目 防災総務費                              （単位：千円）

事 業 名 補正前 補正 計
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

官民連携とっとり

ドローン活用推進

事業

5,000 10,000 15,000

<2,700>

9,000 1,000

県費負担 

3,700 

トータルコスト 補正前：5,783千円（0.1人）、補正：10,783千円（0.1人）、計：16,566千円（0.2人） 

事業内容の説明 

１ 事業の目的、概要 

  本年８月に初めて発表された南海トラフ地震臨時情報を受け、災害時の実動部隊であるドローン・レスキュー

ユニットについて、企業ユニット（民間）の技術力向上に係る支援等を行うとともに、県職員ユニットの人材育

成を行う等、更なる対応力の強化を図る。 

※ドローン・レスキューユニットは、企業ユニットと県職員ユニットで構成。企業ユニットは、災害対応時に

必要な情報収集や物資輸送等の高度な業務を行い、県職員ユニットは災害時初動の情報収集等を行う。 

２ 主な事業内容 

細事業名 内容 予算額 

企業ユニット対象ドローン貸与

事業 

○高度な役割を担う企業ユニットへ、国土交通省が認証した

物資運搬可能なドローンを貸与し、平素事業からの試行的

な利用を通じて、災害時の即応力強化につなげる。 

・ドローン（物流用等）整備 

・運搬機器（輸送用パーツ）整備 

6,200 

県職員ユニット拡大事業 ○県職員ユニットやユニット未加入の県庁内組織を対象に、

平時のドローン活用の契機となる研修（操作研修等）を開

催し、ドローンを操作できる人材の育成を図る。 

 ・企業ユニットと連携したドローン活用研修 

○偵察用ドローン（国土交通省認証機種）を整備し、平時の

活用及び災害時の即応力強化につなげる。 

・ドローン（映像用）整備 

  1,800 

ドローン・レスキューユニット

映像情報一元化事業 

○官民ユニットの映像を県災害対策本部室等において、円滑

かつ一元的に監視できるシステムを構築する。 

 ・システムの導入、整備等 

  2,000 

（注）起債欄の< >書きは交付税措置額を除いた額である。 

   県費負担額は、起債欄の< >書きの金額に一般財源の金額を加算した額である。 
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令和６年度一般会計補正予算説明資料

８款 土木費

１項 土木管理費                       住宅政策課（内線：７６９７）

４目 建築指導費                              （単位：千円） 

事 業 名 補正前 補 正 計 
財  源  内  訳 

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

（新）大規模地震に備えた

住宅耐震化促進強化事業 
0 20,000 20,000 1,500   18,500 

トータルコスト
補正前：0千円（0人）、補正：20,783千円（0.1人）、 

計  ：20,783千円（0.1人） 

事業内容の説明 

１ 事業の目的・概要 

地震に対する意識が高まり、耐震診断に係る要望が市町村に多く寄せられているが、診断を行

う技術者の不足が懸念されることから、建築関係団体と連携して診断技術者を確保・育成し、耐震

診断の体制強化を図る。 

 併せて、住宅耐震化に係る市町村への相談が増加していることから、市町村が実施する耐震化

助成事業への補助を増額するとともに、大規模地震から命を守る対策として設置を推進している

耐震シェルター・耐震ベッドについて更なる普及啓発を図る。 

【事業目標】住宅耐震化率：令和７年度：92％（令和３年度：85％）

２ 主な事業内容

細事業名 内容 予算額 

【新規】耐震診断体

制強化事業 

〇建築関係団体に耐震診断に係る技術者の育成業務を委託する。

＜委託内容＞ 

・診断業務に精通した建築士が経験の浅い建築士に対し個別

指導（耐震診断システムの操作方法、現地調査）を行う。 

 ［育成技術者数（目標）］30人 

〇新たに耐震診断に取り組む建築士に対し、耐震診断システムの

導入費用を支援する。 

  ［定額］55千円（初回ライセンス料） 

4,000

【新規】命を守る耐

震対策普及啓発事業 

〇耐震シェルター及び耐震ベッドの製品や仕様を紹介するパン

フレットを作成し、戸別訪問等で周知を図る。 

1,000

震災に強いまちづく

り促進事業 

〇住宅の耐震改修等実施件数の増加が見込まれるため、増額補正

を行う。（当初予算：53,606千円） 

 ＜主な補助制度の利用見込み件数＞ 

 当初予算時見込 ９月補正時見込 

耐震診断 168件 242件

耐震改修 41件 59件

15,000

３ その他 

〇耐震診断の実施見込み件数は昨年度の約1.6倍となっているが、診断技術者数の不足により、

住宅所有者からの要望に対応できない懸念があり、業界より技術者の育成を望む声がある。 

〇県主催の講習会を受講したことのある98社のうち、約50社は耐震診断の実績がないことから、

実務的な指導を行うことで効果的に技術者を育成し、更なる耐震診断の増加に対応できる体

制を整備する。 

   ・耐震診断件数 R5実績：145件 → R6見込み：242件（約1.6倍） 

    ・耐震診断に従事する事業者数 R5実績：34社 
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令和６年度一般会計補正予算説明資料 

４款 衛生費 

 １項 公衆衛生費                         障がい福祉課（内線：７８６２）

４目 精神衛生費                                （単位：千円）

事 業 名 補正前 補正 計
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

（新）ギャンブル等

依存症総合対策事

業

0 6,282 6,282 6,282

トータルコスト 補正前：0千円（0.0人）、補正：7,065千円（0.1人）、計：7,065千円（0.1人） 

事業内容の説明 

１ 事業の目的、概要 

  県内のギャンブル等依存症に関する相談者数は近年増加傾向（令和４年度実績101人）にあり、深刻な悩みを

抱える当事者も多い。また、ネット社会の進展により若年層がスマホで気軽に違法なオンライン賭博にアクセス

できる環境が存在することに加え、今後、ギャンブル依存の低年齢化が進むことに対し当事者団体等の危機感は

強い。一方で、全国実態調査（令和２年度に独立行政法人国立病院機構久里浜医療センターが実施）に基づくギ

ャンブル等依存症が疑われる者の割合は成人の2.2％と推計される中で、県内の実態は明確につかめていない状

況にある。このため、県内の実態を把握し効果的な対策を検討するとともに、特に若年層への啓発を重点的に展

開する。 

２ 主な事業内容 

細事業名 内容 予算額 

ギャンブル等依存症対策
検討委員会の設置 

関係機関が一堂に会し、本県におけるギャンブル等依存症の状況・実態
などを把握・共有し、若者を中心としたギャンブル等依存症への効果的
な対策を検討する委員会を設置する。 

551

ギャンブル等依存症実態
調査業務 

本県におけるギャンブル等依存症の状況・実態等を把握し、今後の施策
推進の基礎資料とするため、県内の高校生・大学生を対象とした「ギャ
ンブル等依存症実態調査（若者向けアンケート調査）」を実施する。 

2,530

予防啓発活動の実施 若年者向けに、ギャンブル等依存症対策検討委員会、ギャンブル等依存
症実態調査の結果を受けた効果的な予防啓発を行う。 

2,000

出前説明会の実施 ギャンブル等依存症の理解を深めるため、家族会等の当事者団体及び依
存症に精通した医療機関関係者等を講師派遣し、体験談やギャンブル等
依存症についての説明会を実施する。 
（対象：県内の高校生、教職員、保護者等） 

979

ギャンブル等依存症ウェ
ブ講演会の実施 

ギャンブル等依存症の理解を深めるため、オンラインによる講演会を実
施する。 
（対象：学生、教職員、保護者） 

222

３ その他 
既定予算を活用して以下の普及啓発を実施する。 

区分 内容

依存症啓発フォーラムの
開催

依存症の中でも、特にギャンブル依存に光を当て、講演会の実施や商業施設への啓
発広報ブースの設置、家族会による相談コーナーを設けるなど、啓発と相談支援の
場を兼ねた行事を実施する。

高校生を対象とした講義
の実施

ギャンブル等依存症の理解を深めるため、家族会などの当事者団体及び依存症に詳
しい医療機関関係者等からの講義を高校生に向けて実施する。

啓発資材の作成・増刷・
掲示

ポスターや若年層向けのチラシ等の新たな啓発資材の作成及び既存ポスター（警察
庁・消費者庁）の増刷・掲示を行う。

県教委との連携 学校教育における予防啓発活動として、新たに国、県の啓発資料（ポスター、チラ
シ等）を配布し、それに基づいて学校の授業の一環で指導や啓発を行う。

大学との連携 若年層への普及啓発のため、大学内でのデジタルサイネージ動画（ギャンブル等依
存症関連問題啓発週間に放送したテレビスポットCM及び既存ポスター（警察庁・消
費者庁））の掲載を行う。
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令和６年度一般会計補正予算説明資料 

３款 民生費 

 １項 社会福祉費                          長寿社会課（内線：７１７５）

４目 老人福祉費                                （単位：千円）

事 業 名 補正前 補正 計
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

（新）介護サービス

事業者の生産性向

上や協働化等を通

じた職場環境改善

事業

0 698,405 698,405 559,355 139,050

トータルコスト 補正前：0千円（0.0人）、補正：699,970千円（0.2人）、計：699,970千円（0.2人）

事業内容の説明 

１ 事業の目的、概要 

介護職員の負担軽減や業務効率化を更に推進し、介護現場の生産性向上による職場環境の改善を図ることを目

的として、介護ロボット及びＩＣＴ（情報通信技術）の導入を支援する。 

２ 主な事業内容  

細事業名 内容 予算額 

介護テクノロジ

ー定着支援事業 

（１）介護ロボット導入支援事業

 実施主体  ：各介護事業所 

  補助率   ：3/4 

  補助上限額 ：1機器につき30万円（移乗支援・入浴支援は100万円） 

  補助限度台数：利用定員を10（在宅サービスの場合は20）で除した数 

88,474 

（２）介護分野ＩＣＴ導入支援事業

  実施主体 ：各介護事業所 

  補助率  ：3/4 

 補助上限額：事業所の職員数に応じて100万円から260万円までの範囲の額 

89,769 

（３）介護テクノロジーのパッケージ型導入支援事業（新規） 

介護ロボットやＩＣＴ等の複数のテクノロジーを組み合わせて導入する

介護事業所に対し、介護ロボット及びＩＣＴの導入を一体的に支援する。 

  実施主体 ：各介護事業所 

  補助率  ：3/4 

  補助上限額：1事業所あたり1,000万円 

513,839 

ケアプランデー

タ連携による活

用促進モデル地

域づくり事業 

（新規） 

介護事業所の負担軽減に役立つ「ケアプランデータ連携システム」の地域への

普及・促進を図るため、ケアプランの受け渡しがある事業所間のグループ化、操

作説明会等をモデル的に実施する。 

※当該モデル事業によりシステムを導入する事業所に対してライセンス料を助成 

6,323 

３ その他 

 ・導入実績：介護ロボット導入支援 平成28年度から令和５年度まで 356機器（延べ165事業者） 

       ＩＣＴ導入支援    令和元年度から令和５年度まで 746製品（延べ385事業者）
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令和６年度一般会計補正予算説明資料 

４款 衛生費

４項 医薬費         医療政策課（内線：７２０７）

２目 医務費                                  （単位：千円）

事 業 名 補正前 補正 計
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

（新）無医地区巡回

診療（オンライン診

療）推進事業

0 2,930 2,930 1,465 1,465

トータルコスト 補正前：0千円（0.0人）、補正：3,713千円（0.1人）、計：3,713千円（0.1人） 

事業内容の説明 

１ 事業の目的、概要 

  へき地医療の充実に向けて、へき地医療拠点病院が実施する無医地区等での巡回診療（オンライン診療含む）

の取組を支援する。 

２ 主な事業内容 

  日南病院が日南町上萩山地区（令和４年度国無医地区調査で新たに無医地区に該当）の集会所を活用して行う

巡回診療の取組を支援する。 

 （１）補助対象者：日南病院 

 （２）補助対象経費：巡回診療・オンライン診療の実施に必要な経費（医師・看護師人件費・オンライン 

診療用機器整備費等） 

※対面診療を基本とするが冬季はオンライン診療を想定 

 （３）補助率：10/10（国・県各1/2） 

 （４）補助額：2,930千円 

 ［へき地医療拠点病院］ 

  巡回診療等によるへき地における住民の医療確保や、へき地診療所等への代診医の派遣等が実施可能な病院と

して県が指定。日南病院（本年２月指定）含め９病院を指定。 

［無医地区］ 

  医療機関のない地域で、当該地区の中心的な場所を起点として、概ね半径４ｋｍ区域内に50人以上が居住して

いる地区であって、かつ容易に医療機関を利用することができない（定期の交通機関がない等）地区。県内は日

南町上萩山地区含め３地区が該当。
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令和６年度一般会計補正予算説明資料 

４款 衛生費 

 ４項 医薬費                            医療政策課（内線：７１９５）

２目 医務費                                  （単位：千円）

事 業 名 補正前 補正 計
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

（新）大学病院によ

る「医師の働き方改

革」と地域医療支援

の両立応援事業

0 169,974 169,974

(基金繰入金) 

169,974

トータルコスト 補正前：0千円（0.0人）、補正：170,757千円（0.1人）、計：170,757千円（0.1人） 

事業内容の説明                 

１ 事業の目的、概要 

国の新規事業を活用して、医師の勤務時間の短縮と地域医療の提供体制の確保を両立するために、鳥取大学医

学部附属病院が行う医師の勤務環境改善に向けた取組を支援する。

２ 主な事業内容 

  このたび大学病院の医師の勤務時間の短縮の推進と、教育・研究・診療機能の維持の両立を図ることを目的に、

地域医療介護総合確保基金のメニューに医師の勤務環境改善支援事業が新設されたことから、東部医療圏を含め

た医師不足地域の医療機関への代診医派遣機能等の確保のため、当該事業を活用して、鳥取大学医学部附属病院

の勤務環境改善の取組を支援する。 

（１）補助対象経費 

 大学病院の策定する「医師労働時間短縮計画」に基づく労働時間短縮に向けた取組に要する経費 

［主な取組］ 

  勤務環境整備（院内保育所の設置）、タスク・シフト/シェア（医療DX、ICT機器導入、医療事務作業補助者

の雇用等）、労働時間の把握（就業管理システムの改修等） 等 

（２）補助額 

 基準額266千円/病床×639床＝169,974千円 

（３）主な交付条件 

 更なる地域医療への貢献（東部医療圏を含めた医師不足地域の医療機関への代診医派遣等）に努めること。 
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令和６年度一般会計補正予算説明資料 

７款 商工費 

  １項 商業費                           通商物流課（内線：７８５０）

２目 商業振興費                               （単位：千円）

事 業 名 補正前 補正 計
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

（新）県内空港を活

用した国際航空貨

物利用促進事業

0 8,000 8,000 8,000

トータルコスト 補正前：0千円（0.0人）、補正：8,783千円（0.1人）、計：8,783千円（0.1人）

事業内容の説明 

１ 事業の目的、概要 

  国際定期便の新規就航等、海外への国際航空物流のための環境が整いつつある中、県内事業者の更なる輸出拡

大や輸送時間の短縮による食品等の輸出を可能とすべく、県内空港を活用した国際航空物流を発展させるための

対策を講じる。 

２ 主な事業内容 

細事業名 内容 予算額 

航空貨物利用

促進検討事業 

荷主、航空会社、空港荷役事業者、空港運営事業者、運送事業者、フォワーダ

ー等により、航空貨物の利用促進に向けた方策を検討・推進する。 

既定予

算対応 

国際航空貨物

輸送トライア

ル事業 

 県内空港を発着する国際定期便等を活用した新たな物流ルートの構築を図るた

め、県内空港での国際航空貨物輸送の実現に向けた試験輸送を行う。 

関係機関 フォワーダー、空港荷役事業者、空港運営事業者等 

実施内容 県内空港を発着する国際定期便等を活用した海外への国際航空

貨物輸送を試験実施し、品質の確認やリードタイム等の実証、県

内空港における国際航空貨物の荷役業務実施体制の構築を図る。 

※物品は荷主負担、海外への輸送に係る諸経費（ハンドリング等

の荷役関係業務等を含む）を県が負担する。 

8,000 

合計 8,000 
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令和６年度一般会計補正予算説明資料
６款　農林水産業費
　４項　林業費  森林 づくり 推進課 （ 内線 ： ７３０５ ）
　　４目　森林病害虫防除費 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 補正前 補　正 計

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

森林病害虫等
防除事業

170,269 50,963 221,232 50,963

トータルコスト 補正前：171,052千円（0.1人）、補正：51,746千円（0.1人）、計：222,798千円（0.2人）

事業内容の説明

１　事業の目的、概要

　森林の保全を図り、森林の持つ公益的機能を高度に維持するため、松くい虫の駆除及びまん延防止対策を実施す
る。

２　主な事業内容

　気象データの推移等により当初の想定より松くい虫被害量の増加が見込まれるため増額補正し、松くい虫被害木
を確実に駆除する。

細事業名 内容 補正前 補正 計

伐倒駆除等 保全すべきマツ林（鳥取市、北栄町、米子市他）にお
いて、松くい虫被害木の伐倒駆除を行う。

・実施主体：市町村（補助率：県1/2）、県

20,000 50,963 70,963

３　その他

　本県での松くい虫防除は、昭和48年から被害木駆除を、昭和53年から航空機を用いた特別防除（空中散布）を開
始し、駆除と予防を組み合わせた被害対策を継続して実施してきた結果、近年の被害量はピーク時の１割未満と
なっているが、本年度は令和３年度と同様の被害量が想定されるため、県と市町村が連携して確実な被害対策を実
施していく。
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令和６年度一般会計補正予算説明資料 

６款 農林水産業費 

  ５項 水産業費                             港湾課（内線：７３１１）

７目 漁港管理費                               （単位：千円）

事 業 名 補正前 補正 計
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

（新）境漁港休憩岸

壁将来構想調査検討

事業

0 358 358 358

トータルコスト 補正前：0千円（0.0人）、補正：1,141千円（0.1人）、計：1,141千円（0.1人） 

事業内容の説明 

１ 事業の目的、概要 

境漁港の休憩岸壁不足解消のため、休憩岸壁の周辺施設を含め、将来の係留場所や時間などについて検証する

ため、専門家を含めた検討会を開催する。 

２ 主な事業内容 

 ・検討会の開催経費 358千円 
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